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連結子会社の異動（子会社株式の譲渡）に伴う減損損失の計上並びに 
個別決算における特別損失の計上に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社コネクトエージェンシー（以下、「CA 社」）

及びジェイ・フェニックス・リサーチ株式会社（以下、「JPR 社」）の保有する全株式を譲渡する

ことを決議し、株式譲渡契約を締結いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 本株式譲渡の理由 

①  CA 社株式譲渡の理由 

当社は、2018 年 10 月 26 日付「株式会社コネクトエージェンシーの株式取得（子会社化）に

関するお知らせ」にて公表いたしました通り、IT サービス分野における成長戦略の一環として

CA 社を子会社化し、同社の IP 電話サービスと当社グループが持つ主にコールセンター向け IT

関連サービスを連携させることにより、スピーディーなインバウンド／アウトバウンドコールセ

ンターの立ち上げソリューションやデータを活用したコンサルティングサービスなどを提供す

ることを目的として事業を推進してまいりました。その結果、クロスセルについてはわずかに進

んだものの、現時点に至るまで大規模案件の獲得は進まず、当初計画していた売上獲得には至っ

ておりません。更にシステムの老朽化に伴うシステムコストが直近大きく増加している現状とな

ります。 

当社は、今後の CA 社の経営について CA 社の合弁企業である光通信社と事業の改善について協

議を行ってまいりました。その結果、CA 社の回線提供元であるアジャストワン社と連携するこ

とで、同社の IP 電話サービスの競争力強化に繋がり事業発展がより見込める事、システムコス

トの改善の観点から、アジャストワン社への株式譲渡が適切であるとの合意に至りました。当社

グループに於いても事業の優先順位の見直し、選択と集中の観点などの総合的な判断から、今回

の株式譲渡に至っております。 

 

 



② JPR 社株式譲渡の理由 

当社は、2019 年 8 月 14 日付「簡易株式交換によるジェイ・フェニックス・リサーチ株式会社

の完全子会社化に関するお知らせ」にて公表いたしました通り、中長期的な成長戦略の一環とし

て JPR 社を子会社化し、企業価値創造支援の分野において、同社の経営コンサルティング領域の

実績と経験、取引先ネットワークを活用し、推進してまいりました。実際に、スカラグループの

中期経営計画 COMMIT5000 を策定するとともに、その実現に向けた企業価値創造に繋がるシステ

ム開発プロジェクトの推進や、独自の企業価値算定に基づく評価による投資や投資支援などを実

行してまいりました。しかしながら、とりわけ JPR 社の本業である価値創造経営コンサルティン

グ領域においては当初計画していたクライアント獲得には至らず、今後の JPR 社の経営について

協議を重ね検討した結果、JPR 社代表取締役社長である宮下氏との間で当社が保有する JPR 株式

全てを譲渡することにつき合意に至りました。 

 

２． 異動する連結子会社の概要 

 ① CA 社の概要 

（１） 名 称 株式会社コネクトエージェンシー 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区渋谷二丁目 21 番１号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 清見 征一 

（４） 事 業 内 容 クラウド PBX サービス事業・電気通信事業法に定める電

気通信業務・電気通信サービス、放送サービスの加入手

続きに関する代理店業務・インターネットの接続仲介業

務・インターネット回線の募集に関する取次業務・電気

通信機器の販売、リース、輸出入、製造、加工、取付工

事及びメンテナンス 

（５） 資 本 金 25 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2017 年 12 月 

（７） 大 株 主 及 び 持 ち 株 比 率 

（2023 年６月 29 日現在） 

当社      51.0% 

株式会社光通信 49.0% 

（８） 最近３年間の財政状態及び経営成績 

決算期 2020 年６月期 2021 年６月期 2022 年６月期 

純 資 産 94 百万円 118 百万円 132 百万円 

総 資 産 305 百万円 349 百万円 350 百万円 

1 株 当 た り 純 資 産 94,935.64 円 118,077.81 円 132,928.58 円 

売 上 高 563 百万円 534 百万円 420 百万円 

営 業 利 益 33 百万円 39 百万円 30 百万円 

経 常 利 益 30 百万円 34 百万円 27 百万円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

10 百万円 11 百万円 ７百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 20,888.19 円 23,142.17 円 14,850.76 円 

 



 

 ② JPR 社の概要 

（１） 名 称 ジェイ・フェニックス・リサーチ株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目８番１号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 宮下 修 

（４） 事 業 内 容 企業経営全般及び企業再生に関する調査、企画立案、コ

ンサルティング、講演・各種企業の株主及び投資家を対

象にした広報活動に関するコンサルティング・各種企業

の合併、営業譲渡、有価証券譲渡及び企業提携等の指導、

仲介及び斡旋 

（５） 資 本 金 10 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2003 年５月 

（７） 大 株 主 及 び 持 ち 株 比 率 

（2023 年６月 29 日現在） 

当社  100.0% 

（８） 最近３年間の財政状態及び経営成績 

決算期 2020 年６月期 2021 年６月期 2022 年６月期 

純 資 産 33 百万円 △４百万円 △14 百万円 

総 資 産 51 百万円 64 百万円 58 百万円 

1 株 当 た り 純 資 産 169,954.96 円 △21,298.00 円 △70,436.49 円 

売 上 高 27 百万円 23 百万円 48 百万円 

営 業 利 益 △７百万円 △44 百万円 △11 百万円 

経 常 利 益 △６百万円 △44 百万円 △10 百万円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

△３百万円 △39 百万円 △７百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △19,488.68 円 △199,757.96 円 △38,930.70 円 

 

３． 譲渡先の概要 

 ① CA 社の譲渡先の概要 

（１） 名 称 株式会社アジャストワン 

（２） 所 在 地 東京都千代田区飯田橋三丁目 11 番 13 号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 伊藤 栄太 

（４） 事 業 内 容 法人様向け固定回線サービス事業携帯端末・SIM カー

ド販売及びレンタル事業国内・海外販路構築支援事業 

（５） 資 本 金 30 百万円 

（６） 設 立 年 月 2010 年７月 

 

 



 

 ② JPR 社の譲渡先の概要 

（１） 名 称 宮下 修 

（２） 所 在 地 東京都中野区 

（３） 当 該 個 人 と の 関 係 当該個人は対象会社の代表取締役社長であります 

 

４． 譲渡株式数及び取得前後の所有株式の状況  

 ① CA 社の譲渡株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数 510 株（議決権所有割合：51.0％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 510 株 

（３） 異 動 後 の 保 有 株 式 数 ０株（議決権所有割合：０％） 

 

 ② JPR 社の譲渡株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数 200 株（議決権所有割合：100.0％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 200 株 

（３） 異 動 後 の 保 有 株 式 数 ０株（議決権所有割合：０％） 

（注）譲渡価額については、譲渡先との守秘義務の関係から非公開とさせていただきます。 

なお、当該価額については、双方協議の上、合理的に算定しています。 

 

５． 日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 2023 年６月 29 日 

（２） 契 約 締 結 日 2023 年６月 29 日 

（３） C A 社 の 譲 渡 実 行 日 2023 年６月 30 日（予定） 

（４） J P R 社 の 譲 渡 実 行 日 2023 年８月（予定） 

 

６． 今後の見通し 

本株式譲渡により CA 社及び JPR 社は当社の連結子会社から除外されます。 

これに伴い、2023 年６月期決算につきまして、個別決算において関係会社株式評価損等で 667

百万円、連結決算の非継続事業においてのれん減損損失等で 365 百万円をそれぞれ計上する見込

みです。 

なお、上記のうち個別決算での影響額は、連結決算においては相殺消去されるため、2023 年

６月期（2022 年７月１日～2023 年６月 30 日）の当社の連結業績に与える影響はございません。 

また、これらの影響額は現時点での推定値であることから、当社の連結業績に与える影響は現

在精査中であり、今後開示が可能になった時点で速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 


